
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

4,700 円 4,700 円

4,700 円 4,700 円

4,700 円 4,700 円

処 理 区 域 内 人 口 密 度

浄 化 槽 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ５ 人 槽 ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和５年度

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

0.04(人/㎢）

351基

無し

処 理 区 数 下水道区域外

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

-

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和６年度 令和６年度

令和７年度 令和７年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和５年度

月額　　５人槽　4,700円（税抜）
　　　　　６人槽　5,200円（税抜）
　　　　　７人槽　5,800円（税抜）
　　　　　８人槽　6,300円（税抜）
　　　　１０人槽　7,400円（税抜）

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用（全部適用）

美幌町個別排水処理事業経営戦略

平成９年度

北海道　網走郡　美幌町

個別排水処理事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

現在の民間委託を継続しつつ、今後は包括的民間委託導入を検討していく予定であるた
め、指定管理者制度導入については未検討であります。

現在の民間委託を継続しつつ、今後は包括的民間委託導入を検討していく予定であるた
め、ＰＰＰ・ＰＦＩについては未検討であります。

 イ　指定管理者制度

現在、浄化槽の清掃、点検については仕様書発注方式で民間事業者に委託しておりま
す。
今後、民間事業者の創意工夫を活かし、維持管理業務の更なる効率化を図るため、性能
発注方式を適用した包括的民間委託導入を検討してまいります。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和7年度に策定・公表しました、令和6年度決算「経営比較分析表」を添付しております。
この経営比較分析表は経営及び施設の状況を表す経営指標を活用し、本町の経年比較や他の類似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の
現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となります。
また、下記条件で類似する公営企業との比較を令和5年度の数値にて行いました。この結果、経営比較分析表に加えて下記の現状における課題認識をしています。
【道内類似団体の条件】
①経営比較分析表の区分がL2（供用開始後年数別区分15年以上30年未満）に該当する
②北海道に存在する
③法適用全部適用
④現在処理区域内人口が1,000～2,000人に該当する

【該当する類似団体】
・網走市
・名寄市
・千歳市
・深川市
・恵庭市

【現状における課題認識】
①水洗化率は平均を下回っていることから、今後も浄化槽の設置が見込まれる
②汚水処理原価が道内類似団体に比べても高い状況にあり、経費回収率が100%を下回っているため、使用料収入の増加、ないしは経費の節減が必要である
③流動比率、企業債残高対事業規模比率が高い傾向にあり財務の安定性に留意が必要である
④老朽化比率が高く、計画的な更新投資が今後必要となる

職 員 数
１１人（個別排水処理事業に係る職員０人）。
ただし、個別排水処理事業会計にて給与負担を行っているものは２名となります。

美幌町建設部上下水道課

-

対象となる土地・施設がないことから未検討であります。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

民 間 活 用 の 状 況
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

処理区域内人口の予測

本戦略の推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）による行政人口推計を基にして、処理区域内人口及び水洗化人口を推計しています。
本町は水洗化率が59.0%*であり、今後も一定程度の浄化槽の設置は必要となります。一方で、超長期的には行政人口の減少と比例して処理区域内人口及び水洗化
人口が減少していく見通しとなりました。
この結果、計画最終年度である令和17年度においては、行政区域内処理人口は1,308人、水洗化人口は1,078人となる見込みです（令和6年度実績はそれぞれ
1,721人、1,015人）。
*令和6年度の経営比較分析表では74.9%となっていますが、本町にて再度集計を行った最新数値にて予測を行っております。

有収水量の予測

個別排水処理事業は、浄化槽のサイズごとに月額の使用料が決められており、有収水量による詳細な予測は行っておりません。ただし、基本的には浄化槽設置に伴
う水洗化率の向上により有収水量は若干増加するものの、人口減少に伴い最終的には減少していく見込みです。

使用料収入の見通し

使用料収入は、各浄化槽の規模別月額使用料に対して、各年度の浄化槽設置数を乗じて推計しています。その結果、浄化槽の設置数増加に比例して使用料収入
は増加していき、計画最終年度である令和17年度においては24,469千円（令和6年度実績は22,974千円）となる見込みです。なお、水洗化人口は処理区域内人口
の減少によって超長期的には減少が見込まれますが、世帯数の減少は水洗化人口の減少よりも遅れて減少していく見込となることから、使用料は横ばいとなると見込
んで推計しています。
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

個別排水処理事業は、町民の衛生的な生活環境を確保するとともに、公共用水域の水質保全及び浸水の防除を図るなど、重要な役割を担っています。
今後も町民の生活インフラとしての機能を継続して果たしていくため、下記を基本方針として取り組んでいきます。
①浄化槽の適切な設置、管理
浄化槽については、、年３回の保守点検と、浄化槽法第11条による検査を年1回行っており、修繕が必要と判断された浄化槽について、計画的に修繕を行っていま
す。現状は更新工事は実施しておらず、水洗化が十分に浸透するまでは新規設置を予定しており、設備の保守・点検等を計画的に行い、適正な維持管理に努めま
す。

②安定した経営基盤の確保
本町は流動比率が100%を下回り、企業財対事業規模比率が他団体に比べて高い状態にあり、財務の安定性に課題があります。また、人口の減少や施設・設備の更
新需要の増加など、今後の個別排水処理事業の経営環境は厳しいものとなる見込みです。民間活力等の活用による経費節減や、投資の平準化等に取り組みつつ、
それでもなお安定した基盤の確保が困難な状況が想定されます。そのため、令和8年度以降早急に使用料の改定についても検討を進め、今後も町民の生活インフラ
としての機能を継続して果たしていける経営基盤の確保について検討を進めてまいります。

施設の見通し

組織の見通し

民間活力の活用を含めた効率的な運営を進めていく中で、適切な職員数の確保に努めています。
令和 17 年度に向けて浄化槽の新規設置等が定期的に発生し続ける見込みであることから、当面現状の組織体制を維持していく予定です。
また、地方公営企業法の適用によって始まった公営企業会計制度や老朽化する施設の更新へ対応できる専門的な知識や経験を持った職員の育成に努め、持続可
能な組織体制を構築していく必要があります。

①浄化槽の見通し
令和6年度末時点までに設置された浄化槽のうち、法定耐用年数である 28年を経過したものはありませんが、64.4%が耐用年数の半分である14年超となっていま
す。浄化槽の設置が集中したのは平成９年度～19年度の開始から10年であり、施設の老朽化が進んでいることから計画的な更新投資が必要となります。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①財源に関する目標、使用料収入の見通し及び使用料の見直しに関する事項
具体的な目標として、経常収支比率については、基準外繰入を利用しつつ100%を超えることを目指し、その後100%を維持することを目標とします。
また、経費回収率は令和6年度時点で53.7%であり、令和8～12年度の平均は原価計算表のとおり、46.23%となります。今後、使用料収入の改定を行わない場合、最
終年度である令和17年度には47.51%となる見込みであり、新設投資が続くためしばらくは改善される見込みではあるものの未だ100％にはほど遠く、多額の基準外繰
入が発生している状況になります。そのため、経費の節減に加え、使用料の改定に関する議論は令和8年度より開始し、経費回収率の維持・向上に向けた議論を進
める予定です。

本町は、水洗化率がまだ十分とは言えないことから、水洗化が十分に浸透するまでは毎年5基の新設を予定し
ておりますが、途中、計画期間内で3基及び1基と新設基数の減少を想定し、令和30年度以降はこれに加えて
更新設置を毎年3基想定しています。
一方、既存設備の老朽化が進んでいることから、毎年の保守点検（年３回）及び浄化槽法第11条による検査
（年１回）に基づき、計画的な修繕・更新工事を行います。

目 標

前述の投資を計画どおりに進めながら、個別排水処理事業サービスを維持・継続していくため、経費の節減を
図りながら、財源の確保に努めます。建設改良投資の財源としては、受益者負担金及び企業債を借入します。
また、今後物価の上昇、人件費の高騰が予測される一方で、人口減少による使用料収入の減少が見込まれま
す。
一般会計繰入金については個別排水処理事業に係る経費負担区分原則に基づき財政当局と協議しながら確
保しつつ、短期的には基準外繰入にて個別排水処理事業サービスを維持し、個別排水処理施設使用料につ
いては使用料の改定を含めて検討を進めます。
結果として、次表のとおり目標値を定め、安定した経営基盤の形成に努めていきます。

目 標

②企業債に関する事項
企業債については、建設改良費の財源として借入します。
今後10年間の計画期間では、新たな発行額を194,242千円（令和８～17年度の発行総額）と見込んでいます。一方で、企業債の償還予定額は335,989千円であるこ
とから、企業債残高は減少していく見込みです。建設改良費については、将来世代の負担を考慮しつつ、企業債発行額の適切な管理に努めます。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

各費用に関する考え方は下記のとおりとなります。

③繰入金に関する事項
経費回収率が50%以下であり、使用料の大幅な改定が直近では困難であることから、繰入金については、資金不足を基準外繰入で賄っていく方針です。
将来的には、公営企業の原則である独立採算による経営を目指し、料金収入の見直し・経費の節減を進めることで、基準外繰入の縮減を目指していきます。なお、
R7年度までは企業債を資本費として計算していましたが、減価償却費を資本費として計算しているため、基準外繰入と基準内繰入の割合が変更されています。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

-

-

-広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

本戦略で定めた事項については、毎年度、経営戦略の取組の進捗状況及び達成状況について、決算確定後、速や
かに確認・検証を行い、決算数値や指標等を用いて進捗状況の管理及び評価・分析を行うとともに、PDCA サイクル
を活用し、新たな課題や周辺環境の変化を反映しながら、定期的な見直しを行うことにより継続的に改善を図ります。
また、経営戦略の見直しについては、本町における個別排水処理事業を取り巻く環境の変化を的確に捉えるため、３
～５年毎に行います。
なお、毎年度行う確認・検証の結果、本戦略と実績の乖離が著しい場合には、見直しの目安の時期に限らず、随時
見直しを実施します。

職員給与費に関する事項 -

動力費に関する事項 -

修繕費に関する事項 -

委託費に関する事項 -

その他の取組 -

薬品費に関する事項 -

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
-

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 -

-

現状、使用料の改定については町内での合意が取れていないため、投資・財政計画（収支計画）への反
映は行っていません。一方、経費回収率が100％を上回っているものの、多額の基準外繰入が含まれて
いる現状に鑑みた場合、使用料の改定については検討をすすめる必要があると認識しています。そのた
め、令和8年度において早急に使用料の改定に関する検討を進めていく予定です。
なお、令和9年度において、仮に使用料単価を20%上昇させた場合の投資・財政計画（収支計画）は、別
紙のとおりであり、経費回収率は計画最終年度において54.91％まで上昇します。

使用料の見直しに関する事項

-
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経営比較分析表（令和6年度決算）
北海道　美幌町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

438.41 39.53 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 個別排水処理 L2 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

17,329

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　「経常収支比率」については、100％を超える水
準には至らず、単年度での収支をみますと黒字化に
は至りませんでした。
　また、「累積欠損金比率」が概ね100％に達して
いること、並びに「流動比率」が100％に満たない
状況に鑑み、経年変化を踏まえつつ、引き続き経営
改善に努めていく必要があるものと考えておりま
す。
　さらに、水洗化率に関しては、類似団体と比較し
た場合にやや低い状況ではございますが、設置基数
が年々増加していることから、徐々に上昇傾向にあ
るものと認識しております。

資金不足比率(％)

- 1.37 9.65 100.00 5,170

自己資本構成比率(％)

1,643 429.84 3.82 【】 令和6年度全国平均

　個別排水処理事業は、平成９年度から実施してお
り、老朽化の状況を示す数値はありませんが、古い
ものだと令和６年時点で２７年以上が経過していま
す。
　点検については、年３回の保守点検と年１回の浄
化槽法第１１条による水質検査を行っており、修繕
が必要と判断された浄化槽については、その都度修
繕を行っています。
　現時点では更新工事等の予定はなく、既存施設の
適切な維持管理を図る必要があると考えます。

2. 老朽化の状況

全体総括

　毎年、浄化槽の設置基数は増加傾向にあります
が、今後は人口減少や離農の進行により農家戸数の
減少が見込まれる状況にあります。このため、事業
環境の変化を踏まえつつ、限られた資源を有効に活
用し、経営の健全化および効率性を維持していくこ
とが重要です。したがって、個別排水処理事業にお
きましても、今後も適切な経営改善策を講じ、持続
的な事業運営に努めてまいります。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【100.11】 【144.34】 【114.26】 【876.32】

【82.62】【45.56】【390.09】【39.48】

【39.30】 【-】 【-】
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別紙2　類似団体比較分析表（令和5年度数値にて比較）

351基(長期休止10基を含む）
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別紙3 収益的収支推計（税抜） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 2024年度 2025年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込
１． (A) 22,978 23,433 23,258 23,568 23,876 24,110 24,262 24,404 24,474 24,474 24,474 24,474
(1) 22,974 23,423 23,254 23,564 23,871 24,106 24,257 24,400 24,469 24,469 24,469 24,469
(2) (B) 5 10 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
(3)
２． 51,309 59,342 59,952 61,274 61,369 61,083 61,662 60,124 59,453 58,308 57,120 56,579
(1) 45,000 58,042 43,628 44,484 44,734 44,726 45,623 44,522 44,263 43,756 43,261 43,560

45,000 58,042 43,628 44,484 44,734 44,726 45,623 44,522 44,263 43,756 43,261 43,560

(2) 1,300 1,299 16,324 16,790 16,635 16,357 16,040 15,602 15,189 14,552 13,859 13,019
(3) 5,009 1

(C) 74,287 82,775 83,210 84,842 85,245 85,193 85,924 84,528 83,926 82,782 81,593 81,053
１． 68,349 75,115 74,641 76,262 76,654 76,759 77,594 76,391 76,094 75,241 74,325 74,017
(1)

(2) 38,817 45,319 43,358 44,207 45,057 45,870 47,443 47,213 47,832 48,314 48,802 50,197

5,512 7,317 5,588 5,666 5,745 5,825 5,906 5,988 6,071 6,155 6,241 6,328

33,306 38,002 37,770 38,541 39,312 40,045 41,538 41,226 41,761 42,158 42,561 43,870
(3) 29,532 29,796 31,283 32,054 31,597 30,889 30,151 29,178 28,262 26,928 25,523 23,819
２． 6,041 6,023 8,006 8,016 8,038 7,759 7,644 7,441 6,982 6,686 6,419 6,169
(1) 6,004 5,841 6,431 6,421 6,387 6,202 6,016 5,835 5,488 5,156 4,830 4,496
(2) 38 182 1,576 1,595 1,651 1,556 1,628 1,605 1,494 1,530 1,589 1,673

(D) 74,390 81,138 82,647 84,277 84,692 84,518 85,238 83,832 83,076 81,928 80,744 80,185
(E) △ 103 1,637 563 565 554 675 686 696 850 854 850 867
(F)
(G)
(H)

△ 103 1,637 563 565 554 675 686 696 850 854 850 867
(I) △ 22,971 △ 21,334 △ 20,771 △ 20,206 △ 19,652 △ 18,977 △ 18,291 △ 17,595 △ 16,744 △ 15,890 △ 15,041 △ 14,174
(J) 21,212 26,738 36,272 45,671 53,860 61,640 67,695 73,579 78,738 82,103 84,563 85,733

2,232 3,318 2,259 2,289 2,319 2,342 2,357 2,371 2,377 2,377 2,377 2,377
(K) 39,611 41,228 43,362 41,668 41,493 41,542 41,114 40,227 39,522 37,084 34,052 32,447

34,942 36,339 37,849 36,045 35,961 35,164 34,856 34,001 32,511 30,357 27,463 25,776

4,669 4,889 5,513 5,624 5,532 6,378 6,258 6,225 7,011 6,727 6,590 6,670
( I ) △ 100.0 △ 91.1 △ 89.3 △ 85.8 △ 82.3 △ 78.7 △ 75.4 △ 72.1 △ 68.4 △ 64.9 △ 61.5 △ 57.9

(A)-(B)

(L)

(M) 22,974 23,423 23,254 23,564 23,871 24,106 24,257 24,400 24,469 24,469 24,469 24,469

(N) 18,400 14,490 7,090 △ 4,002 △ 12,367 △ 20,098 △ 26,581 △ 33,353 △ 39,216 △ 45,019 △ 50,510 △ 53,286

(O)

(P) 22,974 23,423 23,254 23,564 23,871 24,106 24,257 24,400 24,469 24,469 24,469 24,469

80 62 30 △ 17 △ 52 △ 83 △ 110 △ 137 △ 160 △ 184 △ 206 △ 218

経常収支比率 99.86% 102.02% 100.68% 100.67% 100.65% 100.80% 100.80% 100.83% 101.02% 101.04% 101.05% 101.08%

経費回収率 59.18% 44.93% 46.24% 45.96% 46.36% 46.69% 45.91% 46.67% 46.69% 46.76% 46.93% 46.49%

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

2026年度

（予算）

営 業 収 益

2027年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

351 基 ( 長 期 休 止 10 基 を 含 む ）
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した

資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

10 



別紙4 資本的収支推計 （単位：千円）

年　　　　　度 2024年度 2025年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込
１． 9,900 46,800 31,745 32,690 31,511 21,125 20,764 21,229 9,637 9,591 9,475 6,475

6,422 7,000 5,449 5,631 5,046 5,284 4,889 4,295 3,087 1,520

２．

３． 5,000 6,943 23,795 24,522 22,997 22,603 22,004 21,664 20,933 19,811 18,278 16,242

４．

５．

６．

７．

８．

９． 471 2,163 1,339 1,339 1,339 871 871 871 402 459 530 402

(A) 15,371 55,906 56,879 58,551 55,847 44,599 43,639 43,764 30,972 29,861 28,283 23,119

(B)

(C) 15,371 55,906 56,879 58,551 55,847 44,599 43,639 43,764 30,972 29,861 28,283 23,119

１． 10,637 49,200 26,402 26,769 27,141 16,105 16,329 16,556 4,890 5,494 6,658 5,097

２． 33,479 34,943 36,339 37,528 35,374 35,338 34,610 34,323 33,485 32,002 29,898 27,094

３．

４．

５． 130 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260

(D) 44,246 84,403 63,001 64,557 62,775 51,704 51,199 51,139 38,635 37,757 36,816 32,451

(E) 28,875 28,497 6,121 6,006 6,928 7,105 7,560 7,374 7,663 7,896 8,532 9,332

１． 26,649 26,549 6,121 6,006 6,928 7,105 7,560 7,374 7,663 7,896 8,532 9,332

２．

３．

４．

(F) 26,649 26,549 6,121 6,006 6,928 7,105 7,560 7,374 7,663 7,896 8,532 9,332

2,226 1,948

(G)

(H) 455,718 467,576 462,982 458,144 454,281 440,068 426,223 413,129 389,282 366,871 346,448 325,829

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込
45,000 58,042 43,628 44,484 44,734 44,726 45,623 44,522 44,263 43,756 43,261 43,560

45,000 58,042 14,464 14,627 14,910 14,978 14,730 14,344 13,986 13,513 13,158 12,860

29,165 29,857 29,824 29,749 30,893 30,178 30,278 30,243 30,102 30,700

5,000 6,943 22,325 22,999 21,550 21,124 20,543 20,201 19,487 18,412 16,950 15,009

7,618 7,764 7,083 6,333 5,937 5,574 5,033 4,420 3,669 2,681

5,000 6,943 14,707 15,235 14,467 14,790 14,606 14,628 14,455 13,992 13,281 12,328

50,000 64,985 65,953 67,482 66,285 65,850 66,166 64,723 63,751 62,168 60,211 58,570

2035年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

2026年度

（予算） 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

計
そ の 他

2032年度 2033年度 2034年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ

れる支出の財源充当額
純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

2034年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

2035年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度2027年度本年度
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供用開始年月日 平成9年度

処理区域内人口密度 0.04(人/㎢）

計算期間
自令和8年4月
至令和13年3月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

22,974 23,810 23,810

5 5 5

0 0 0

22,978 23,815 0 23,815

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

5,512 5,746 0 5,746

0 0 0 0

0 0 0 0

25,554 29,699 0 29,699

5,295 6,902 0 6,902

36,361 42,346 0 42,346

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 180 0 180

2,456 2,661 0 2,661

2,456 2,841 0 2,841

6,004 6,291 6,291 0

28,232 14,766 8,450 6,315

0 0 0 0

34,235 21,057 14,742 6,315

73,053 66,244 14,742 51,503

51,503

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 46.23%

＜使用料水準についての説明＞

一
 

般
 

管
 

理
 

費

薬 品 費

小 計

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

今後5年間の平均経費回収率は、46.23%であり、令和6年度の59.18%から物価上昇等によって下落する見込みであり、使用料対象経費に対し
て収入が不足している状況にあります。また、水洗化率が低いため浄化槽の設置余地はまだあるものの、今後人口減少により有収水量が下
落することが想定されるため、更に経費回収率が下落することが見込まれます。
なお、現時点で使用料対象経費に対して使用料収入が不足している状況であること、及び現時点では将来指示すべき資産の選定ができて
いないことから、資産維持費については算定しておりません。

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

小 計

企 業 債 取 扱 諸 費

資
本
費

支 払 利 息

処
理
場
費

減 価 償 却 費
（ 長 期 前 受 金 戻 入 除 く ）

そ の 他

人
件
費

人
件
費

そ の 他

委 託 料

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

金　　　　　　　　額

金　　　　　　　　額

別紙5 原価計算表

収　入　の　部

支　　出　　の　　部

項 目

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

原価計算表

項 目

使 用 料 (X)
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別紙6　収益的収支（税抜）推計（使用料単価20%up） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 2024年度 2025年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算

見 込
１． (A) 22,978 23,433 23,258 28,323 28,691 28,973 29,155 29,326 29,409 29,409 29,409 29,409
(1) 22,974 23,423 23,254 28,318 28,687 28,968 29,150 29,321 29,405 29,405 29,405 29,405
(2) (B) 5 10 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２． 51,309 59,342 59,889 56,455 56,500 56,045 56,583 55,007 54,167 53,019 51,835 51,276
(1) 45,000 58,042 43,565 39,665 39,865 39,688 40,544 39,404 38,977 38,467 37,976 38,258

45,000 58,042 43,565 39,665 39,865 39,688 40,544 39,404 38,977 38,467 37,976 38,258

(2) 1,300 1,299 16,324 16,790 16,635 16,357 16,040 15,602 15,189 14,552 13,859 13,019
(3) 5,009 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 74,287 82,775 83,147 84,777 85,192 85,018 85,738 84,332 83,576 82,428 81,244 80,685
１． 68,349 75,115 74,641 76,262 76,654 76,759 77,594 76,391 76,094 75,241 74,325 74,017
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(2) 38,817 45,319 43,358 44,207 45,057 45,870 47,443 47,213 47,832 48,314 48,802 50,197

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5,512 7,317 5,588 5,666 5,745 5,825 5,906 5,988 6,071 6,155 6,241 6,328

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
33,306 38,002 37,770 38,541 39,312 40,045 41,538 41,226 41,761 42,158 42,561 43,870

(3) 29,532 29,796 31,283 32,054 31,597 30,889 30,151 29,178 28,262 26,928 25,523 23,819
２． 6,041 6,023 8,005 7,859 7,874 7,601 7,480 7,274 6,824 6,522 6,246 5,986
(1) 6,004 5,841 6,431 6,421 6,387 6,202 6,016 5,835 5,488 5,156 4,830 4,496
(2) 38 182 1,574 1,438 1,487 1,398 1,464 1,439 1,336 1,366 1,415 1,490

(D) 74,390 81,138 82,646 84,121 84,528 84,360 85,074 83,666 82,918 81,763 80,571 80,002
(E) △ 103 1,637 501 657 664 658 664 666 658 664 673 683
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 103 1,637 501 657 664 658 664 666 658 664 673 683
(I) △ 22,971 △ 21,334 △ 20,833 △ 20,176 △ 19,513 △ 18,855 △ 18,191 △ 17,524 △ 16,866 △ 16,202 △ 15,529 △ 14,846
(J) 21,212 26,738 36,209 46,017 54,236 62,010 68,037 73,893 78,870 82,037 84,312 85,291

2,232 3,318 2,259 2,751 2,787 2,814 2,832 2,849 2,857 2,857 2,857 2,857
(K) 39,611 41,228 43,361 41,985 41,729 41,790 41,356 40,470 39,775 37,329 34,290 32,677

34,942 36,339 37,849 36,045 35,961 35,164 34,856 34,001 32,511 30,357 27,463 25,776

4,669 4,889 5,512 5,940 5,768 6,626 6,500 6,468 7,265 6,972 6,827 6,901
( I ) △ 100.0 △ 91.1 △ 89.6 △ 71.2 △ 68.0 △ 65.1 △ 62.4 △ 59.8 △ 57.4 △ 55.1 △ 52.8 △ 50.5

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 22,974 23,423 23,254 28,318 28,687 28,968 29,150 29,321 29,405 29,405 29,405 29,405

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 18,400 14,490 7,152 △ 4,032 △ 12,507 △ 20,220 △ 26,681 △ 33,423 △ 39,094 △ 44,708 △ 50,023 △ 52,614

(O)

(P) 22,974 23,423 23,254 28,318 28,687 28,968 29,150 29,321 29,405 29,405 29,405 29,405

80 62 31 △ 14 △ 44 △ 70 △ 92 △ 114 △ 133 △ 152 △ 170 △ 179

経常収支比率 99.86% 102.02% 100.61% 100.78% 100.79% 100.78% 100.78% 100.80% 100.79% 100.81% 100.84% 100.85%

経費回収率 59.18% 44.93% 46.24% 55.24% 55.71% 56.11% 55.17% 56.08% 56.11% 56.19% 56.40% 55.87%

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る

解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た

事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した

資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る

資 金 不 足 の 比 率(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

351 基 ( 長 期 休 止 10 基 を 含 む ）
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

2027年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

2026年度

（予算）

営 業 収 益
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